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1.　はじめに

　本研究の目的は、情報通信技術が「絆」の形成や維持に与える影響を研究し、
問題点や課題の解決策を提示することである。具体的な目的として、(1)組織
と個人の視点から見た絆の構造を解明する、(2)絆の形成や存続に必要な条件
を解明する、(3)絆の形成や継続に関連する情報通信技術を明らかにすること
である。
　具体的には2015年4月～ 2016年8月までに14回の研究会を行った。1年目は
主に絆の構造と情報の役割に関することについて先行研究を行い、1年目の後
半から、若者、勤労者、高齢者の3つの対象についてアンケートを設計して実
施し、分析を行った。本稿では、これまでの研究の取り組みとその成果につい
て報告する。

2.　若者対象の「絆について」のアンケート調査 

　若者達は「絆」に関してどのような意識を持っているかについてのアンケー
トは、e-learningを用いて実施した。実施時期は2015年12月～ 1月であり、
159名分のデータを得た。大学生生活を送っている学生達はクラブ活動を通し
たグループ活動を行っている傾向が高く、その中で絆を意識することはあまり
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無いことが分かった。また絆に対するイメージについて非線形正準相関分析を
行った結果、次の7つのグループが導出できた。「信頼関係・安心感」、「仲間
との付き合い・助け合い」、「幸せ感」、「つながる和」、「煩わしくて嫌」、「すぐ
にうちとける」、「古い友人」。また日常的な付き合い方として大学生の多くは
SNSなどのバーチャルな道具を用いて会話をすると考えられたが、実際には8
割以上の学生がリアルに会話することによって付き合うことも分かった。学生
は「絆」を言葉では知っているが、実生活ではイメージしにくいこと、「強い絆」
を感じるのは、クラブ活動などで他のグループと競うような場合であった。

3.　�中高年齢層を対象とした「個人の生き甲斐とグループ活動につい
て」のアンケート調査

　研究メンバが所属しているグループ活動のグループメンバに対してアンケー
トを実施した。実施時期は2016年1月～ 7月であり、紙ベースで配布して郵送
で集める方式をとり、現在60件のデータが集まっている。このグループ活動
の内容は、山歩き、街道歩き、寺社見学、ハイキング、職場同窓会などであ
り、メンバの多くは60才以上の中高年齢層である。各グループについての特
徴／グループ活動の実施状況／活動への参加目的などをインタビュー調査など
で補いつつ、分析している。分析にあたっては、マズローの欲求段階説、リプ
ナックのネットワーク論、勢力関係とリーダシップ論、グレーナーの組織発展
5段階説などの理論を理論的根拠として援用し、分析を継続中である。この成
果については2017年1月に、JAMS経営ネットワーク研究部会にて報告とパネ
ルディスカッションでのパネラーとして参加する予定である。

4.　�30代から50代の勤労者対象の「グループ活動について」のアン
ケート調査

　勤労者対象の調査は2016年2月～ 3月にNTTコム オンライン・マーケティ
ング・ソリューション社のインターネットアンケートを用いて実施した。対象
は都市部に住む30代～ 50代の勤労者であり、過去または現在、熱心にグルー
プ活動を行っている人たちを対象とした。男性234名、女性72名の計306名が
回答し、そのグループ活動の内容で最も多かったのは、男性では仕事、女性は
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趣味のグループであった。グループ活動の参加の目的や期待と実施の効果につ
いて因子分析を行った結果、目的と効果、共に「こころの安らぎ」「能力アップ」

「奉仕とつながり」の3つの因子が導出された。因子得点を元に構造分析を行
い、その結果は2016年9月に行われた日本情報経営学会の秋季全国大会で報告
した。
　その際に社会関係資本の理論を援用した。社会関係資本とは信頼関係であり、
他の財的資本・物的資本・人的資本などと異なり、目に見えない資本である。
社会関係資本は、コミュニティの中で存在するネットワークと、そのネットワー
クの行為者が相互に築くつながりや関係であり、人々の間に埋め込まれた社会
基盤として考えられており、コミュニティや集団、グループにおける人と人と
のネットワークによって生まれるものである。現在ではICTを経由したネット
ワークも考慮されており、ICTがどのようにこの社会関係資本を構築するかに
ついても関心が向けられている。この社会関係資本の実証研究が利用されてい
るのは地域コミュニティや公共政策などであり、この関係資本により地域が安
全になったり、医療費が下がったりと財の効果を果たしている。ビジネスの分
野でも情報を交換してビジネスチャンスを拡大することが期待されており、経
営の分野での研究もさかんに行われている。本研究では、公共財や個人財とし
てではなく、特定の個人間やグループ間での信頼規範についての研究をめざし
ている。

5.　今後

　現在、中高年と勤労者対象のアンケートの分析を継続して行っており、また
これら3つのデータを元に、新たにアンケートを設計してインターネットによ
るアンケートを実施して最終的な実証分析を行う予定である。これらの実証研
究を元に、「絆」の構築・維持・解消について解き明かしていく予定である。




